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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

7,265 789 789
総コスト
計

354

435

10/10

人件費（B）

リストから選択

福岡県市町村在宅医療推進
整備事業費補助金

県支出金 医療介護総合確保法

870

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源

50

成果指標 在宅看取り率（％） 9 9 12

市民 在宅医療を受けることができる

活動指標 0 0

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

補助率、交付
税措置率等

財源の種類

人件費割
合(%)

435

6,395 354

8,843

0.1 0.05

354 708

6,395

会計種類

7,103

平成29年度

（うち市予算化分）

在宅医療・介護連携コーディ
ネーター養成数（人）

総事業費 千円

在宅医療・介護連携に精通する医療スタッフを養成する在宅医療・
介護連携コーディネーター育成事業を、糸島歯科医師会、糸島薬剤
師会、福岡県理学療法士会、福岡県栄養士会、日本健康運動指導
士会に委託し、実施する。また、認知症早期対応支援事業として、糸
島医師会へ依頼し、市が委嘱する認知症嘱託医を設置、相談事業
等を実施する。その他、総合病院等からの退院後在宅移行を支援す
る事業等を、糸島保健福祉事務所の協力を得て実施する。福岡県
市町村在宅医療推進整備事業の平成28年以降の実施が確約され
ていないため、平成28年度以降については現時点で必須事業と考
えている事業のみを計上している。

目

1
千円

事業期間

項款

進捗状況
・
現状

6,395

基本目標１　みんなが健康で元気なまちづくり

平成27年度介護保険法改正により、地域支援事業として在
宅医療・介護連携推進事業等を実施することになった。その
モデル的な取組として、地域医療介護総合確保基金を活用
し在宅医療の充実を目的とした事業を実施する。

事業主体

　平成26年度まで在宅医療推進は県
が所管していたが、今回の法改正に
よって一部の業務が市へ移管され
た。糸島市は在宅看取り率が8.7％と
県平均（12.5％）より低く、在宅医療・
介護の連携については課題がある。

実施方法

平成27年度 ～ 平成29年度（3年間）

糸島市

一部委託

一般会計

政　策

合計
（単位：千円）

平成28年度

4
7,103

3

平成27年度

（２）高齢者福祉の推進

　⑧　高齢化に伴う多用なニーズに的確に対応する施　策

健康増進部

平均人件
費

8,7000.05

0

0

重点プロジェクト 　該当なし

事 業 名 担当部課在宅医療推進事業 介護・高齢者支援課

事業目的

事 業 内 容

予算科目

従事職員数(人)

7,103

0

報酬、役務費

354

19.7

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

根拠法令等

総コスト（A＋B）

事業費内訳
（主なもの）

報酬、報償費、旅
費、需用費、役務
費、委託料

報酬、役務費

事業費（A）

1



【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

リストから選択

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付
税措置率等

糸島市ふるさと応援基金 その他 糸島市ふるさと応援寄附条例

総コスト（A＋B） 2,150 3,590 3,670
総コスト
計

9,410

8,700

人件費（B） 870 870 870
人件費割
合(%)

27.7

事業費内訳
（主なもの）

負担金補助及び交付金 負担金補助及び交付金 負担金補助及び交付金

従事職員数(人) 0.1 0.1 0.1
平均人件
費

事業費（A）
1,280 2,720 2,800 6,800

一般財源
0

その他
1,280 2,720 2,800 6,800

地方債
0

県支出金
0財

源
内
訳

国庫支出金
0

（単位：千円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 合計

10

成果指標 認知症サポーター数（人） 2,761 2,761 4,500

市民
認知症に関する相談・学
習する場所が増える

活動指標 認知症カフェ設置数（箇所） 0 0

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

款 項 目

6,800 3 1 4総事業費 6,800 千円
（うち市予算化分）

千円 予算科目

補助

事 業 内 容

認知症カフェの運営主体に対して、設置に係る施設改修費
用や運営経費の一部助成を行う事業。市が補助対象とする
認知症カフェの要件等については、補助金交付規程を定め
る。また、ふるさと応援寄附を募り、本事業の事業費に充て
る。

進捗状況
・
現状

　平成２７年３月に策定した高齢者保
健福祉計画・第６期介護保険事業計
画の中で、認知症対策の一環として
認知症カフェの設置を推進することと
している。しかし、現在市が把握する
認知症カフェ設置数は1か所という状
況である。

事業期間 平成27年度 ～ 平成29年度（3年間） 会計種類 一般会計

事 業 名 認知症カフェ助成事業 担当部課 健康増進部 介護・高齢者支援課

事業目的
認知症の人とその家族が集う場、地域住民が認知症につい
て理解を深める場として運営する認知症カフェの設置を推進
することを目的とする。

事業主体 糸島市

実施方法

基本目標１　みんなが健康で元気なまちづくり

政　策 （２）高齢者福祉の推進

施　策 　⑧　高齢化に伴う多用なニーズに的確に対応する

重点プロジェクト 　該当なし

2



【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

従事職員数(人)

123,493

41,046
総コスト
計

36,000

5,046 5,046

平均人件
費

8,7000.58

リストから選択

リストから選択

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源

成果指標
改修工事要望箇所（設備）、
不具合箇所（設備）の解消

0箇所 0箇所 228箇所

児童・教職員
及び、地域住

民

安心して利用できる
施設設備

活動指標 0件 0件改修工事等の設計・発注

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

補助率、交付
税措置率等

財源の種類

人件費割
合(%)

5,046

51,493 36,000

138,631

0.58 0.58

36,000 123,493

合計

総事業費 千円

　糸島市立小学校の小規模営繕工事を行う｡
　校舎､体育館､プール等の建築物の改修工事及びグラウン
ド､校庭､屋外教育施設等の環境整備を行う｡
　一定年数以上経過した施設（建物）については､維持整備
費用が必要である。
　定期的な維持整備工事を実施することにより､施設そのもの
の寿命を延ばすことができ､結果的に経費の節減につながる｡
 3年に1度、施設の危険個所点検を実施する。
実施年度・・・H27、H29、H31、H33、H35

目

2
千円

事業期間

項款

進捗状況
・
現状

会計種類

123,493

（うち市予算化分）

基本目標２　子どもが健やかに育つまちづくり

小学校教育環境整備
（市内小学校の小規模営繕工事を行い、事故防止、施設の
長寿命化を図る。）

事業主体

H22　40,000千円（工事数57件）
H23　41,782千円（工事数77件）
H24　36,000千円（工事数72件）
H25　39,503千円（工事数70件）

学校施設危険個所調査点検業務
H23　深江小他6校
H24　前原小他8校

実施方法

平成２７年度 ～ 平成２９年度（３年間）

糸島市

直営

一般会計

政　策 （２）学校教育の充実

　④　子どもの学習意欲・自尊感情・体力の向上を支援する施　策

教育部

重点プロジェクト 　該当なし

事 業 名 担当部課小学校施設改修事業 教育総務課

事業目的

事 業 内 容

（単位：千円）

平成28年度

3
123,493

10

平成27年度

0

予算科目

0

平成29年度

228件

51,493

0

工事請負費
消耗品費

36,000

10.9

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

根拠法令等

総コスト（A＋B）

事業費内訳
（主なもの）

工事請負費
消耗品費
委託料

工事請負費
消耗品費

事業費（A）

0

人件費（B）

56,539 41,046

3



【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

20,000

5.3

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

根拠法令等

総コスト（A＋B）

事業費内訳
（主なもの）

賃金等
報酬
賃金等

事業費（A）

事業目的

事 業 内 容

予算科目

従事職員数(人)

47,000

7,000

0

報酬
賃金等

重点プロジェクト 子育て支援プロジェクト

事 業 名 担当部課中学校少人数学級推進事業 学校教育課

（２）学校教育の充実

　④　子どもの学習意欲・自尊感情・体力の向上を支援する施　策

教育部

平均人件
費

8,7000.1

0

0

合計
（単位：千円）

平成28年度

2
47,000

10

平成27年度

基本目標２　子どもが健やかに育つまちづくり

中学校生活のスタートである１年生の時期に生活習慣や学習
習慣、教科の学び方等をきめ細やかに指導し、３年間の中学
校生活を充実させる。

事業主体

　糸島市内中学校の学力・学習状況
調査結果は、おおむね全国・県の平
均を上回る結果となっている。今後
は、この数値を更に向上させたい。
　児童生徒が小学校から中学校への
進学において、新しい環境での学習
や生活へうまく適応できず、不登校等
の問題行動へつながっていく事態い
わゆる「中１ギャップ」が指摘されてい
る。

実施方法

平成２７年度 ～ 平成２９年度（３年間）

糸島市

直営

一般会計

政　策

0

総事業費 千円

中学校１年の学級編成を３５人で実施するため、市費負担教
員を任用する。

目

1
千円

事業期間

項款

進捗状況
・
現状

会計種類

47,000

平成29年度

（うち市予算化分）

３５人学級の実施（校）

0.1 0.1

20,000 47,000

最終目標値

補助率、交付
税措置率等

財源の種類

人件費割
合(%)

870

7,000 20,000

49,610

市内中学生 学力の向上
活動指標 0 0

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値

4

成果指標
不登校生徒の発生率の減少
（％）

3 3 3

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源

人件費（B）

リストから選択

リストから選択

870

7,870 20,870 20,870
総コスト
計

20,000

870

4



【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

リストから選択

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付
税措置率等

リストから選択

総コスト（A＋B） 3,955 3,955 0
総コスト
計

7,910

8,700

人件費（B） 435 435 0
人件費割
合(%)

11.0

事業費内訳
（主なもの）

諸謝礼
需用費

諸謝礼
需用費

従事職員数(人) 0.05 0.05
平均人件
費

事業費（A）
3,520 3,520 0 7,040

一般財源
2,203 3,520 5,723

その他
0

地方債
0

県支出金
1,317 1,317財

源
内
訳

国庫支出金
0

（単位：千円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 合計

22

成果指標
補充的・発展的な学習の充実が
図られた学校（校）

0 0 22

児童生徒・
教職員

土曜日の教育活動の充
実

活動指標
土曜日の教育活動の実施
（校）

0 0

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

款 項 目

10,560 10 1 2総事業費 10,560 千円
（うち市予算化分）

千円 予算科目

直営

事 業 内 容

土曜日に年間約１０日程度、地域の人材を活用して補
充的・発展的な学習を充実する。

進捗状況
・
現状

　現在、各学校で学期に２回（年６回）
土曜授業を実施しているが、今後回
数の増も含め拡大していく方向であ
る。

事業期間 平成２６年度 ～ 平成２８年度（３年間） 会計種類 一般会計

事 業 名 土曜日の教育活動推進事業 担当部課 教育部 学校教育課

事業目的
すべての子どもたちの土曜日の教育活動の充実のた
め、地域の多様な経験を持つ人材等を活用した教育支
援体制等の構築を図る。

事業主体 糸島市

実施方法

基本目標２　子どもが健やかに育つまちづくり

政　策 （２）学校教育の充実

施　策 　④　子どもの学習意欲・自尊感情・体力の向上を支援する

重点プロジェクト 子育て支援プロジェクト

5



【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

補助分５０％
単独分３０％

事業費（A）

1,080,504 327,042 0
総コスト
計

0

２分の１

人件費（B）

二酸化炭素排出抑制対策事
業費交付金

国庫支出金
二酸化炭素排出抑制対策事業費交付金（先進的設備導入推
進事業）交付要綱

一般廃棄物処理事業 地方債

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源

10,440

10設備実施

成果指標 施設の延命化（年） 0 - 18
市民 安定したごみ処理

活動指標 未実施 9設備実施中

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

補助率、交付
税措置率等

財源の種類

人件費割
合(%)

0

1,070,064 316,602

1,407,546

27,148 112,495

529,200

455,517

159,300

会計種類

130,154

2,056,152

平成29年度

（うち市予算化分）

施設の延命化工事

総事業費 千円

電気・計装設備（コンピュータ制御装置等）の更新工事をはじ
め、溶融炉設備の耐火物更新や溶融物処理設備の更新を行
うものである。また、循環型社会形成推進交付金事業としてＣ
Ｏ２排出量の３％以上を削減するための工事も併せて実施す
るものである。

目

3
千円

事業期間

項款

進捗状況
・
現状

0

基本目標３　海、山、川をたいせつにしたまちづくり

糸島市クリーンセンターにおけるごみ焼却処理施設は、平成
１２年度に稼働開始し、平成２６年度には、１５年が経過するた
め、各機器が老朽化し、損傷が激しく処理に支障を及ぼすこ
とから、各機器を更新し、安定した処理を行うとともに、施設の
延命化を図るものである。

事業主体

　平成２６年度から平成２８年度までの
３年間で中間改修工事を実施する。
平成２６年度は燃焼設備・計装設備な
どの改修工事を実施している。

実施方法

平成２５年度 ～ 平成２８年度（４年間）

糸島市

直営

一般会計

政　策

合計
（単位：千円）

平成28年度

2
2,056,152

4

平成27年度

（２）循環型社会の確立

　④　ごみの減量化と資源の再利用を進める施　策

市民部

平均人件
費

8,700

0

585,671

重点プロジェクト 　該当なし

事 業 名 担当部課糸島市クリーンセンター中間改修事業 環境施設課

事業目的

事 業 内 容

予算科目

従事職員数(人)

1,386,666

85,347

688,500

1.5

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

根拠法令等

総コスト（A＋B）

事業費内訳
（主なもの）

溶融炉設備   446,500
電気設備     199,400

電気設備　 224,900
建築設備　　56,300

1.2 1.2

10,440

6



【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

10,212 4,682 5,102
総コスト
計

3,362

1,740人件費（B）

リストから選択

地方創生先行型上乗せ交付分 国庫支出金 まち・ひと・しごと創生法

1,740

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源

10

成果指標
定住コーディネート事業による転
入者の獲得

0 0 50
転入希望者 希望する地域への転入

活動指標 0 0

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

補助率、交付
税措置率等

財源の種類

人件費割
合(%)

1,740

8,472 2,942

19,996

0.2 0.2

2,942 6,387

8,389

会計種類

8,076

平成29年度

（うち市予算化分）

地域コーディネーターの設置

総事業費 千円

・地域情報の発信 ： 行政区毎に、魅力や生活情報等のペー
ジを作成し、市ホームページに掲載して発信する。
・定住支援専門員の設置 ： 定住支援専門員を設置し、転入
希望者に対してワンストップで、転入相談や地域情報を提供
する。また、空き家を掘り起こして空き家バンクに登録し、居住
の受け皿を確保する。
・地域コーディネーターの設置 ： 人口減少校区に、地域コー
ディネーターを設置し、定住支援専門員と連携した地域の案
内等、転入希望者と地域との調整を行う。また、空き家や行政
区情報を収集して活用を行う。

目

1
千円

事業期間

項款

進捗状況
・
現状

0

基本目標４　快適に暮らすことができる安全・安心のまちづくり

　転入者の獲得に向けて、地域情報の発信や空き家の掘り
起しを行う。また、転入希望者に対して相談や地域情報の提
供等を行い、地域住民と転入者のマッチングを図る。

事業主体

・転入希望者から電話や窓口等で転
入相談があっても、地域に繋げない
状況。
・転入希望者を地域に繋げるシステム
があれば、より効果的に転入者を獲
得できる。

実施方法

平成２７年度 ～ 平成２９年度（３年間）

糸島市

一部委託

一般会計

政　策

合計
（単位：千円）

平成28年度

7
14,776

2

平成27年度

（１）都市機能の充実

　②　良好な住環境を創出する施　策

企画部

平均人件
費

8,7000.2

0

8,389

重点プロジェクト 　該当なし

事 業 名 担当部課定住コーディネート事業 地域振興課

事業目的

事 業 内 容

予算科目

従事職員数(人)

14,776

83

0

3,362

26.1

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

根拠法令等

総コスト（A＋B）

事業費内訳
（主なもの）

事業費（A）

7



【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

0.0

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

根拠法令等

総コスト（A＋B）

事業費内訳
（主なもの）

２階改修工事
空調機取り換え及び改修
に伴うＬＥＤの設置　、
トイレ・ロビーの改修

ステージ改修、控室及び
放送室改造、クロス張り
替え、カーテン取り替え

0

事業目的

事 業 内 容

予算科目

従事職員数(人)

38,205

11,521

0

重点プロジェクト 　該当なし

事 業 名 担当部課糸島市人権センター改修事業
人権・男女共同参

画推進課

（３）人権・同和教育の推進

　⑪　人権問題解決のための啓発活動を推進する施　策

人権福祉部

平均人件
費

8,700

0

0

合計
（単位：千円）

平成28年度

7
38,205

3

平成27年度

基本目標５　みんなの力で進める協働のまちづくり

人権啓発・住民交流の拠点として人権センターの改修による
施設機能の充実を行い、市民の利用促進とともに人権啓発
事業の充実を図る。

事業主体

平成２０年４月に隣保館から人権セン
ターとして運営を見直し、２１年度に２
階各会議室及び床の張替え等の改
修を実施。３階大会議室は、講演会
等で利用されているが、施設設置か
ら３０年以上経過しており、老朽化に
伴う不具合が頻繁に起こる。市や人
権団体の利用者の増加しているが、
空調機やステージ等の施設の利便性
が悪い。

実施方法

平成２７年度 ～ 平成２８年度（２年間）

糸島市

直営

一般会計

政　策

10,000 20,000

総事業費 千円

糸島市人権センター改修計画
工事概要
２階　空調機新設及び工事箇所のＬＥＤ設置、トイレ及びロ
ビーの改修工事、カーテン取り替え、クロス張り替え
３階　ステージ改修、控室・放送室の改造、カーテン取り替
え、クロス張り替え

目

1
千円

事業期間

項款

進捗状況
・
現状

会計種類

18,205

平成29年度

（うち市予算化分）

人権センター改修工事(率)

10,000

6,684 18,205

最終目標値

補助率、交付
税措置率等

財源の種類

人件費割
合(%)

0

21,521 16,684

38,205

利用者 利用者の利便性

活動指標 0 0

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値

0

100

成果指標
施設利用者の増加(人)
昨年度の増加率(1.03)

平成20年度
実績　31,621

平成25年度
実績　55,777

平成27年度
59,173

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源

福岡県地方改善施設整備費
補助金

県支出金 福岡県地方改善施設整備費補助金交付要綱

リストから選択

事業費（A）

21,521 16,684 0
総コスト
計

0

75％

人件費（B）
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

8,000

8.8

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

根拠法令等

総コスト（A＋B）

事業費内訳
（主なもの）

不動産購入費
鑑定費用
移転補償費

不動産購入費
鑑定費用
移転補償費

事業費（A）

事業目的

事 業 内 容

予算科目

従事職員数(人)

134,412

7,247

0

不動産購入費
鑑定費用

重点プロジェクト 　該当なし

事 業 名 担当部課史跡等公有化事業 文化課

（５）文化・芸術の創造

　⑯　文化財の保護を進める施　策

教育部

平均人件
費

8,7000.5

0

39,888 107,525

合計
（単位：千円）

平成28年度

5
605,775

10

平成27年度

基本目標５　みんなの力で進める協働のまちづくり

市民の財産であり文化資源である国指定史跡を将来的に史
跡公園として整備するために指定地内の民有地を公有化す
る。

事業主体

H22年度 新町支石墓群用地買上
H23年度 新町支石墓群用地買上、
曽根遺跡群用地買上
H24年度 新町支石墓群用地買上、
曽根遺跡群用地買上、怡土城跡用
地買上
H25年度 新町支石墓群用地買上、
怡土城跡用地買上

実施方法

平成１９年度 ～ 平成３４年度（１６年間）

糸島市

直営

一般会計

政　策

1,200 3,174

総事業費 千円

　史跡指定地内の民有地の土地買上げ。不動産の鑑定評価
額をもとに土地及び建物補償費を算出し、地権者と用地買収
交渉を行い、正常価格内で土地を買上げを行う。
　公有化の進展にあわせ、史跡整備の実施計画・設計を行
い、将来的に史跡公園として整備する。

目

4
千円

事業期間

項款

進捗状況
・
現状

1,974

会計種類

38,658

605,775

平成29年度

（うち市予算化分）

史跡の公有化面積（㎡）

28,979

0.5 0.5

8,466 23,713

最終目標値

補助率、交付
税措置率等

財源の種類

人件費割
合(%)

4,350

36,226 48,324

147,462

市民、文化財
研究者、歴史

愛好者

国指定史跡が保存される
こと

活動指標 245,591.77 265,040.35

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値

289,591.77

成果指標 保存された国指定史跡の数 7 7 7

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源

80％

人件費（B）

リストから選択

国庫補助金 国庫支出金
文化財保存事業費関係補助金交付要綱
　（史跡購入費補助金）

4,350

40,576 52,674 54,212
総コスト
計

49,862

4,350
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

事業費（A）

48,268 0 0
総コスト
計

0

10/10

人件費（B） 0

個人番号カード交付事業費
補助金

国庫支出金 個人番号法

個人番号カード交付事務費
補助金

国庫支出金 個人番号法

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源

69,000

成果指標
行政手続負担の軽減（件/
月）

10,000 10,000 5,000
市民 市民サービスの拡充

活動指標 0 0

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

補助率、交付
税措置率等

財源の種類

人件費割
合(%)

0

43,918 0

48,268

0.5

6,147

37,771

会計種類

43,918

平成29年度

（うち市予算化分）

個人番号カードの交付数
（枚）

総事業費 千円

全市民に対して個人番号の通知カード・交付申請書の発送
事務を地方公共団体情報システム機構（J-LIS)に委託。
市民からのカード交付の申請を受け、J-LISが個人番号カー
ドを作成し、カード交付通知書と番号カードを市に送付してく
るので、市がカード交付通知書を市民に送付。
市が本人確認をしてカードを交付する。

目

3
千円

事業期間

項款

進捗状況
・
現状

0

基本目標６　経営感覚を持った持続可能なまちづくり

社会保障・税番号制度の導入に伴う、個人番号カードを申請
者に交付する。

事業主体

事業の内容について情報収集
カード交付体制の検討

実施方法

平成２７年度 （１年間）

糸島市

一部委託

一般会計

政　策

合計
（単位：千円）

平成28年度

1
43,918

2

平成27年度

（１）行財政改革の推進

　①　市民満足度の向上を最優先した行政サービスを効率的に提供する施　策

市民部

平均人件
費

8,700

0

37,771

重点プロジェクト 　該当なし

事 業 名 担当部課個人番号カード交付事業 市民課

事業目的

事 業 内 容

予算科目

従事職員数(人)

43,918

6,147

0

40億円×（10万
人/12,700万人）

9.0

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

根拠法令等

総コスト（A＋B）

事業費内訳
（主なもの）

委託費

4,350
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付
税措置率等

リストから選択

総コスト（A＋B） 21,636 36,933 54,933
総コスト
計

113,502

8,700

人件費（B） 1,740 870 870
人件費割
合(%)

3.1

事業費内訳
（主なもの）

報償費、委託費 報償費、委託費 報償費、委託費

従事職員数(人) 0.2 0.1 0.1
平均人件
費

事業費（A）
19,896 36,063 54,063 110,022

一般財源
19,896 36,063 54,063 110,022

その他
0

地方債
0

県支出金
0財

源
内
訳

国庫支出金
0

（単位：千円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 合計

4,620

成果指標 ふるさと応援寄附金額（円） 2,860,583 16,650,552 184,000,000

本市のまちづ
くりに賛同す

る方

寄附者の思いを反映する
まちづくり

活動指標
ふるさと応援寄附金申込件数
（件）

163 538

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

款 項 目

110,022 2 1 7総事業費 110,022 千円
（うち市予算化分）

千円 予算科目

一部委託

事 業 内 容

寄附者に対し本市の特産品等を贈呈することで、寄附を推進
する。
・特産品（農水産品等）を市内で調達することにより、地域経
済の活性化につなげる。
・ふるさと応援寄附を広く周知するとともに、全国から寄附を募
ることを目的に、ポータルサイトの利用やポイント賦課謝礼方
式の導入、ホームページの作成・更新等を行う。
【寄附額の予測額】
　Ｈ２７年度      3,400万円
　Ｈ２８年度      6,000万円
　Ｈ２９年度      9,000万円

進捗状況
・
現状

平成27年度から特産品の贈呈を開始
したため、寄附額、件数ともに増加傾
向にある。
【寄附の実績】
　Ｈ25　：　  68件　　　3,962,860円
　Ｈ26　：　166件　　　4,995,500円
　Ｈ27　：　105件　　　3,637,000円
　　　　　　　　　　　　　（6月24日現在）

事業期間 平成２７年度 ～ 平成２９年度（３年間） 会計種類 一般会計

事 業 名 ふるさと応援寄附推進事業 担当部課 企画部 地域振興課

事業目的

ふるさと応援寄附制度を利用して寄附を募り、市民が望み、
幸せを感じられる事業を実施し、市民の夢を形にしていくた
め、寄附の推進を図る。寄附のお礼として特産品等を贈呈す
るとともに、本市地元特産品等の販売拡大及びＰＲの推進を
通じ、市内産業の活性化を寄与する。

事業主体 糸島市

実施方法

基本目標６　経営感覚を持った持続可能なまちづくり

政　策 （１）行財政改革の推進

施　策 　②　効率的な行政運営を行う

重点プロジェクト 　該当なし
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

7,063

29.9

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

根拠法令等

総コスト（A＋B）

事業費内訳
（主なもの）

初期導入費（管理
サーバー購入費含
む）及びソフトウェ
アライセンス使用料

ソフトウェアライセ
ンス使用料

事業費（A）

事業目的

事 業 内 容

予算科目

従事職員数(人)

36,770

22,644

0

ソフトウェアライセンス
使用料

重点プロジェクト 　該当なし

事 業 名 担当部課社会保障・税番号制度ネットワークセキュリティ強化事業 企画秘書課

（１）行財政改革の推進

　④　効率的な電算システムを構築する施　策

企画部

平均人件
費

8,7000.5

0

0

合計
（単位：千円）

平成28年度

9
36,770

2

平成27年度

基本目標６　経営感覚を持った持続可能なまちづくり

地方公共団体が実施しなければならない個人番号に対する
安全管理措置を、国が示したガイドラインに沿って確実に行
い、個人番号を含む情報漏えい事故を防止するために実施
する。

事業主体

　平成26年度末にネットワーク機器の
更新を終えたが、本市が導入してい
るネットワーク機器等では国のガイドラ
インが求めるセキュリティ要件を満た
さず、対応できない措置がある。

実施方法

平成２７年度 ～ 平成２９年度（３年間）

糸島市

全面委託

一般会計

政　策

0

総事業費 千円

・資産管理システム（ネットワーク上のパソコンで行われた操
作（USBメモリの使用履歴、ファイル操作履歴、印刷履歴な
ど）を管理するシステム）を業務用PC（800台）に適用する。
・「振る舞い検知」ソフトウェア（ウイルスの怪しい動作（外部へ
のファイル送信など）を監視し、検知した場合はその動作を遮
断するソフトウェア）を業務用PC（800台）に適用する。
・住民情報の副本を保存・管理する中間サーバー（全国で2
か所）と庁舎内システムを接続する際に必要となる、接続環境
のセキュリティを強化するためのネットワーク機器を、新たに整
備する。

目

1
千円

事業期間

項款

進捗状況
・
現状

会計種類

36,770

平成29年度

（うち市予算化分）

資産管理システム及び振る舞い検知ソフト
ウェアを導入した業務用PCの台数

0.8 0.5

7,063 36,770

最終目標値

補助率、交付
税措置率等

財源の種類

人件費割
合(%)

4,350

22,644 7,063

52,430

市民
個人番号を含む個人情
報漏えいの防止

活動指標 0 0

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値

800

成果指標 情報漏えい事故件数 0 0 0

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源

リストから選択

リストから選
択

人件費（B）

29,604 11,413 11,413
総コスト
計

7,063

6,960 4,350

12



【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

事業費（A）

13,681 0 0
総コスト
計

0

100

人件費（B） 0

力強い水田農業確立事業 県支出金 福岡県農業振興対策事業費補助金交付要綱

リストから選択

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源

115

成果指標 機構よりの借受け人数 0 18 26
担い手農家 農地の集積・集約化

活動指標 0 107

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

補助率、交付
税措置率等

財源の種類

人件費割
合(%)

0

4,981 0

13,681

1

0

4,981

会計種類

0

平成29年度

（うち市予算化分）

機構への貸付面積（ha)

総事業費 千円

対象者：過去に貸付実績がない水田を機構に3年以上貸し付
ける水田所有者
交付単価：①　3年以上6年未満の貸付　1.5万円/10ａ
　　　　　　 ②　6年以上の貸付　　　　　　3.0万円/10ａ
　＊上限　30万円/戸

目

2
千円

事業期間

項款

進捗状況
・
現状

4,981

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

担い手への農地の集積・集約化を加速するため、農地中間
管理機構を通じた農地の貸付者に対して協力金を交付す
る。

事業主体

平成27年4月に機構へ貸付決定、6
月に担い手へ貸付決定済。
平成27年6月貸付面積　101ha。

実施方法

平成２７年度 （１年間）

機構への農地貸付者等

補助

一般会計

政　策

合計
（単位：千円）

平成28年度

3
4,981

6

平成27年度

（１）農林水産業の振興

　②　農業生産基盤を整備する施　策

産業振興部

平均人件
費

8,700

0

0

重点プロジェクト 　該当なし

事 業 名 担当部課力強い水田農業確立事業 農業振興課

事業目的

事 業 内 容

予算科目

従事職員数(人)

4,981

0

63.6

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

根拠法令等

総コスト（A＋B）

事業費内訳
（主なもの）

交付金

8,700

13



【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

リストから選択

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付
税措置率等

農地中間管理機構集積金
交付事業

国庫支出金 農地集積・集約化対策事業補助金交付要綱 100

総コスト（A＋B） 54,722 0 0
総コスト
計

54,722

8,700

人件費（B） 8,700 0 0
人件費割
合(%)

15.9

事業費内訳
（主なもの）

交付金

従事職員数(人) 1
平均人件
費

事業費（A）
46,022 0 0 46,022

一般財源
0

その他
0

地方債
0

県支出金
0財

源
内
訳

国庫支出金
46,022 46,022

（単位：千円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 合計

115

成果指標 機構よりの借受け人数 0 18 26
担い手農家 農地の集積・集約化

活動指標 機構への貸付面積（ha) 0 107

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

款 項 目

0 6 2 3
総事業費 46,022 千円

（うち市予算化分）
千円 予算科目

補助

事 業 内 容

経営転換協力金
　経営転換又は農業リタイアした農業者等
　交付単価：①30万円/戸　②50万円/戸　③70万円/戸
耕作者協力金
　自ら耕作する農地を機構へ貸付けた所有者及び耕作者
　交付単価：2万円/10ａ
地域集積協力金
　地域内農地の一定割合以上が機構に貸し付けられた場合
　交付単価：①2万円/10ａ　②2.8万円/10ａ　③3.6万円/10a

進捗状況
・
現状

平成27年4月に機構へ貸付決定、6
月に担い手へ貸付決定済。
平成27年6月貸付面積　101ha。

事業期間 平成２７年度 （１年間） 会計種類 一般会計

事 業 名 農地中間管理機構集積協力金交付事業 担当部課 産業振興部 農業振興課

事業目的
担い手への農地の集積・集約化を加速するため、農地中間
管理機構を通じた農地の貸付者（地域）に対して協力金を交
付する。

事業主体 機構への農地貸付者等

実施方法

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （１）農林水産業の振興

施　策 　②　農業生産基盤を整備する

重点プロジェクト 　該当なし
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

500

14.7

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

根拠法令等

総コスト（A＋B）

事業費内訳
（主なもの）

交付金

事業費（A）

事業目的

事 業 内 容

予算科目

従事職員数(人)

50,500

300

0

重点プロジェクト 　該当なし

事 業 名 担当部課木材の市内活用型サプライチェーン構築事業 農林土木課

（１）農林水産業の振興

　⑥　林業生産基盤や生産条件を整備する施　策

農林水産部

平均人件
費

8,700

0

29,700

合計
（単位：千円）

平成28年度

2
50,500

6

平成27年度

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

日本がほぼ100％自給できる唯一の自然資源である木材を循
環させるための持続可能な森林及び持続可能な林業の仕組
及び体制づくりを行う。

事業主体

現状の森林情報の把握は、森林簿で
行っているが、その基礎となる簡易林
分収穫表が30年以上前に作成された
ものであり、現状と乖離している。
また、森林整備、生産、育林の計画が
存在しないため、木材の供給量を把
握することができず、サプライチェー
ンの構築が行えない。

実施方法

平成２７年度 ～ 平成２９年度（３年間）

糸島市

全面委託

一般会計

政　策

0

総事業費 千円

航空レーザー計測により、森林情報を把握及び解析を行い、
森林整備計画、生産計画、育林計画及びゾーニングに係る
糸島市森林・林業マスタープランを策定する。なお、ゾーニン
グは、航空レーザー計測及びH26糸島市九州大学連携研究
の成果を活用して行う。
マスタープラン策定後は、木材の輸送や加工に要するエネル
ギーを抑えた地球環境に優しい流通として、木材の地産地消
を目指し、その仕組みづくり及び体制の構築を行う。

目

3
千円

事業期間

項款

進捗状況
・
現状

会計種類

20,800

平成29年度

（うち市予算化分）

取得する森林情報の面積（ha）

29,700

0.5 0.5

20,000 20,800

最終目標値

補助率、交付
税措置率等

財源の種類

人件費割
合(%)

0

30,000 20,000

59,200

糸島市 森林資源の有効活用
活動指標 0 0

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値

8,700

成果指標 森林・林業マスタープラン策定 0 0 1

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源

リストから選択

地方創生先行型上乗せ交付分 国庫支出金 まち・ひと・しごと創生法

人件費（B）

34,350 24,350 500
総コスト
計

500

4,350 4,350

15



【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

23.7

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

根拠法令等

総コスト（A＋B）

事業費内訳
（主なもの）

補助金
　漁船巻揚げ施設
（芥屋・野北支所）

870 0

事業目的

事 業 内 容

予算科目

従事職員数(人)

2,800

2,800

0

重点プロジェクト 　該当なし

事 業 名 担当部課福岡県水産業振興対策事業 水産商工課

（１）農林水産業の振興

　⑦　漁業生産基盤を整備し、つくり育てる漁業を振興する施　策

産業振興部

平均人件
費

8,700

0

0

合計
（単位：千円）

平成28年度

2
11,200

6

平成27年度

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

　糸島漁業協同組合員の漁労活動の作業効率、安全性の確
保及びコストの削減を図るため、県補助事業（補助率5/10）に
取組む漁協に対して、糸島市水産業振興対策事業補助金交
付規程別表の規定により、補助残の10分の5以内を補助す
る。

事業主体

　糸島漁業協同組合芥屋支所の漁船
巻揚機は、今年３月に故障し応急措
置により利用しているが、設置から４０
年が経過し修理不能で、２ｔクラスまで
の漁船しか上架ができない状況であ
る。
　また、野北支所の巻揚げ施設は、
平成１０年度に設置したもので、既に
１６年が経過しており施設の老朽化に
より船体固定装置の固定機能が効か
ない状況である。

実施方法

平成２７年度 （１年間）

糸島漁業協同組合

補助

一般会計

政　策

(5,600)

(2,800)

0

総事業費 千円

平成27年度
　漁船巻揚げ施設
　　芥屋支所（更新）
　　・建屋　　　　　　　１棟
　　・巻揚機（2ｔ巻）  １基
　　・船体台車　　　　２台
　　・ワイヤーロープ １本
　　・滑車　　　　　　　３台
　　野北支所（改修）
　　・船体固定装置　２ｾｯﾄ

目

4
千円

事業期間

項款

進捗状況
・
現状

会計種類

2,800

平成29年度

（うち市予算化分）

故障巻揚げ施設の改修漁港
数（漁港）

(5,600)

(2,800)

0.1

2,800
(8,400)

最終目標値

補助率、交付
税措置率等

財源の種類

人件費割
合(%)

(8,400)

0

2,800 0

3,670

糸島漁協組合員
(芥屋・野北支所)

９５人
安全な漁船の揚降作業

活動指標 0 0

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値

2

成果指標
安全に揚降可能な漁船隻数
（隻）

0 0 101

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源

福岡県水産業振興対策事業 県支出金 福岡県水産関連事業費補助金交付要綱

その他 糸島市水産業振興対策事業補助金交付規程
補助残の

10分の5以内

事業費（A）

3,670 0 0
総コスト
計

0

補助対象経費
の1/2以内

人件費（B）
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

18,054 0 0
総コスト
計

0

0

100％

人件費（B）

リストから選択

地方創生先行型上乗せ交付分 国庫支出金 まち・ひと・しごと創生法

435

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源

10,000

成果指標 観光入込客数（千人） 5,332 5,332 5,385

糸島市を訪れ
る観光客

糸島市を積極的に訪問し、糸
島市での観光に満足する。

活動指標 0 0

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

補助率、交付
税措置率等

財源の種類

人件費割
合(%)

0

17,619 0

18,054

0.05

176

17,443

会計種類

17,619

平成29年度

（うち市予算化分）

観光客動向の情報収集数

総事業費 千円

①糸島市動画作成
②糸島の観光客動向調査の実施

目

1
千円

事業期間

項款

進捗状況
・
現状

0

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

（一社）糸島市観光協会が主体となった糸島市版ＤＭＯ（※）
の創設を将来的に見据えた中で、その基盤づくりのための動
画による糸島の魅力発信及び観光客動向調査の実施による
「来訪者の見える化」に取り組む。
※Destination Management/Marketing Organaization
　戦略策定、各種調査、マーケティング、商品創造、プロモー
ション等を一体的に実施する組織体。

事業主体

実施方法

平成２７年度 （１年間）

糸島市

一部委託

一般会計

政　策

合計
（単位：千円）

平成28年度

3
17,619

7

平成27年度

（３）観光の推進

　⑫　地域資源を生かした観光を確立させる（体験型、食、農林水産業、大学）施　策

企画部

平均人件
費

8,700

0

17,443

重点プロジェクト 　該当なし

事 業 名 担当部課糸島市版ＤＭＯ創設基盤づくり事業 シティセールス課

事業目的

事 業 内 容

予算科目

従事職員数(人)

17,619

176

0

2.4

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

根拠法令等

総コスト（A＋B）

事業費内訳
（主なもの）

委託費16,476
嘱託員報酬等1,124
通信運搬費19

事業費（A）

市内観光関連
事業者

上質な糸島ファンが増える
活動指標 動画発信本数（本） 0 0 5

成果指標 動画アクセス数（件） 0 0 20,000
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【　】は26年度繰越分、（　）は市予算化以外の分 単位（千円）

国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源 国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源 国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源

１　みんなが健康で元気なまちづくり

（２）高齢者福祉の推進

変更前 0 0 0 0 0 0

増減額 6,395 6,395 354 354 354 354

変更後 6,395 6,395 354 354 354 354

新規 ソフト 　

変更前 0 0 0 0 0

増減額 1,280 1,280 2,720 2,720 2,800 2,800

変更後 1,280 1,280 2,720 2,720 2,800 2,800

新規 ソフト 　

２　子どもが健やかに育つまちづくり

（２）学校教育の充実

変更前 42,441 42,441 36,000 36,000 36,000 36,000

増減額 9,052 9,052 0 0 0 0

変更後 51,493 51,493 36,000 36,000 36,000 36,000

新規 ハード 　

変更前 16,865 16,865 20,000 20,000 20,000 20,000

増減額 ▲ 9,865 ▲ 9,865 0 0 0 0

変更後 7,000 7,000 20,000 20,000 20,000 20,000

新規 ソフト 　

変更前 0 3,520 3,520 3,520 3,520 0

増減額 1,317 0 0 ▲ 1,317 0 0 0 0

変更後 1,317 2,203 3,520 3,520 3,520 0

継続 ソフト 　

３　海、山、川をたいせつにしたまちづくり

（２）循環型社会の確立

変更前 298,947 670,100 101,017 1,070,064 86,770 198,400 0 31,432 316,602 0

増減額 156,570 ▲ 140,900 ▲ 15,670 0 43,384 0 ▲ 39,100 0 ▲ 4,284 0 0

変更後 455,517 529,200 85,347 1,070,064 130,154 159,300 27,148 316,602 0

新規 ハード 　

４　快適に暮らすことができる安全・安心のまちづくり

（１）都市機能の充実

変更前 0 0 0 0 0 0 0

増減額 8,389 83 8,472 2,942 2,942 3,362 3,362

変更後 8,389 83 8,472 2,942 2,942 3,362 3,362

新規 ソフト 　

５　みんなの力で進める協働のまちづくり

（３）人権・同和教育の推進

変更前 34,560 11,521 46,081 15,735 6,684 22,419 0

増減額 ▲ 24,560 0 ▲ 24,560 ▲ 5,735 0 ▲ 5,735 0

変更後 10,000 11,521 21,521 10,000 6,684 16,684 0

新規 ハード 　

（５）文化・芸術の創造

変更前 41,588 2,400 8,001 51,989 38,658 1,200 8,466 48,324 39,888 1,974 8,000 49,862

増減額 ▲ 12,609 ▲ 2,400 ▲ 754 ▲ 15,763 0 0 0 0 0 0 0 0

変更後 28,979 0 7,247 36,226 38,658 1,200 8,466 48,324 39,888 1,974 8,000 49,862

継続 ソフト 　

６　経営感覚を持った持続可能なまちづくり

（１）行財政改革の推進

変更前 0 0 0 0 0

増減額 37,771 6,147 43,918 0 0

変更後 37,771 6,147 43,918 0 0

新規 ソフト 　
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N
o

事業名
課
名

会計 計画等

平成27年度 平成28年度 平成29年度

財源内訳 事業費
合計

財源内訳 事業費
合計

財源内訳 事業費
合計

3
小学校施設改修事業

教
育
総
務
課

一般

小学校教育環境整備（市内小学校の小規模営繕工事を行い、事故防止、施設の長寿命化を図る。）

4
中学校少人数学級推進事業

学
校
教
育
課

一般

中学校生活のスタートである1年生の時期に生活習慣や学習習慣、教科の学び方等をきめ細やかに指導し、３年間の中学校生活を充実させる。

5
土曜日の教育活動推進事業

学
校
教
育
課

一般

すべての子どもたちの土曜日の教育活動の充実のため、地域の多様な経験を持つ人材等を活用した教育支援体制等の構築を図る。

8

糸島市人権センター改修事
業

人

権

・

男

女

共

同

参

画

推

進

課

一般

人権啓発・住民交流の拠点として人権センターの改修による施設機能の充実を行い、市民の利用促進とともに人権啓発事業の充実を図る。

7
定住コーディネート事業

地
域
振
興
課

一般

転入者の獲得に向けて、地域情報の発信や空家の掘り起しを行う。また、転入希望者に対して相談や地域情報の提供等を行い、地域住民と転入者のマッチングを図る。

9
史跡等公有化事業 文

化
課

一般

市民の財産であり文化資源である国指定史跡を将来的に史跡公園として整備するために指定地内の民有地を公有化する。

1
在宅医療推進事業

介

護

・

高

齢

者

支

援

課

一般

地域支援事業として実施することとなった在宅医療・介護連携推進事業等のモデル的な取組として、地域医療介護総合確保基金を活用し在宅医療の充実を目的とした事業を実施する。

2
認知症カフェ助成事業

介

護

・

高

齢

者

支

援

課

一般

認知症の人とその家族が集う場、地域住民が認知症について理解を深める場として運営する認知症カフェの設置を推進する。

6

糸島市クリーンセンター中間
改修事業

環
境
施
設
課

一般

ごみ焼却処理施設は、各機器が老朽化し、損傷が激しく処理に支障を及ぼすことから、各機器を更新し、安定した処理を行うとともに、施設の延命化を図るもの。

10
個人番号カード交付事業 市

民
課

一般

社会保障・税番号制度の導入に伴う、個人番号カードを申請者に交付する。
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国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源 国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源 国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源

N
o

事業名
課
名

会計 計画等

平成27年度 平成28年度 平成29年度

財源内訳 事業費
合計

財源内訳 事業費
合計

財源内訳 事業費
合計

変更前 5,189 5,189 8,189 8,189 10,689 10,689

増減額 14,707 14,707 27,874 27,874 43,374 43,374

変更後 19,896 19,896 36,063 36,063 54,063 54,063

新規 ソフト 　

変更前 0 0 0 0 0 0

増減額 22,644 22,644 7,063 7,063 7,063 7,063

変更後 22,644 22,644 7,063 7,063 7,063 7,063

新規 ハード 　

７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

（１）農林水産業の振興

変更前 0 0 0

増減額 4,981 4,981 0 0

変更後 4,981 4,981 0 0

新規 ソフト 　

変更前 0 0 0 0

増減額 46,022 46,022 0 0

変更後 46,022 46,022 0 0

新規 ソフト 　

変更前 0 0 0 0 0 0 0

増減額 29,700 300 30,000 20,000 20,000 500 500

変更後 29,700 300 30,000 20,000 20,000 500 500

新規 ソフト 　

0 0 0

0 0 0

(5,600) (2,800) (8,400) (0) (0)

0 2,800 2,800 0 0

(5,600) (2,800) (8,400) (0) (0)

2,800 2,800 0 0

新規 ハード 　

（３）観光の推進

変更前 0 0 0

増減額 17,443 176 17,619 0 0

変更後 17,443 176 17,619 0 0

新規 ソフト 　

変更前 340,535 36,960 670,100 0 188,554 1,236,149 125,428 16,935 198,400 0 114,291 455,054 39,888 1,974 0 0 74,689 116,551

増減額 283,286 ▲ 14,267 ▲ 140,900 1,280 28,303 157,702 43,384 ▲ 5,735 ▲ 39,100 2,720 53,949 55,218 0 0 0 2,800 54,653 57,453

変更後 623,821 22,693 529,200 1,280 216,857 1,393,851 168,812 11,200 159,300 2,720 168,240 510,272 39,888 1,974 0 2,800 129,342 174,004

糸島市版ＤＭＯ創設基盤づく
り事業

シ

テ

ィ
セ
ー

ル

ス

課

一般

（一社）糸島市観光協会が主体となった糸島市版ＤＭＯの創設を将来的に見据えた中で、その基盤づくりのための動画や雑誌による糸島の魅力発信及び観光客動向調査の実施による「来訪者の見える化」に取り組む。

変更前

増減額

変更後

日本がほぼ100％自給できる唯一の自然資源である木材を循環させるための持続可能な森林及び持続可能な林業の仕組及び体制作りを行う。

15

木材の市内活用型サプライ
チェーン構築事業

農
林
土
木
課

一般

糸島漁業協同組合員の漁労活動の作業効率及び安全性の確保を図るため、県補助事業（補助率５／１０）に取組む漁協に対して補助残の１０分の５以内を補助する。

合計（一般会計）

16
福岡県水産業振興対策事業

水
産
商
工
課

17

一般

12

社会保障・税番号制度ネット
ワークセキュリティ強化事業

企
画
秘
書
課

一般

地方公共団体が実施しなければならない個人番号に対する安全管理措置を、国が示したガイドラインに沿って確実に行い、個人番号を含む情報漏えい事故を防止するために実施する。

11
ふるさと応援寄附推進事業

地
域
振
興
課

一般

ふるさと応援寄附制度を利用して寄附を募り、寄附の推進を図る。寄附のお礼として特産品等を贈呈するとともに、本市地元特産品等の販売拡大及びＰＲの推進を通じ、市内産業の活性化を寄与する。

13
力強い水田農業確立事業

農
業
振
興
課

一般

担い手への農地の集積・集約化を加速するため、農地中間管理機構を通じた農地の貸付者に対して協力金を交付する。

14

農地中間管理機構集積協力
金交付事業

農
業
振
興
課

一般

担い手への農地の集積・集約化を加速するため、農地中間管理機構を通じた農地の貸付者（地域）に対して協力金を交付する。
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